
大 阪 広 域 水 道 企 業 団 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 等 の 一 部

を 改 正 す る 条 例 を 公 布 す る 。  

令 和 ７ 年 ２ 月 21日  

大 阪 広 域 水 道 企 業 団  

企 業 長  永 藤  英 機  

大 阪 広 域 水 道 企 業 団 条 例 第 ４ 号  

大 阪 広 域 水 道 企 業 団 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条

例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例  

（ 大 阪 広 域 水 道 企 業 団 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 の 一 部

改 正 ）  

第 １ 条  大 阪 広 域 水 道 企 業 団 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例

（ 平 成 23年 大 阪 広 域 水 道 企 業 団 条 例 第 22号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正

す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定

に 下 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改正後 改正前 

（扶養手当） （扶養手当） 

第６条  扶養手当は、扶養親族のある職員

に対して支給する。ただし、次項第２号

から第５号までのいずれかに該当する扶

養親族に係る扶養手当は、第３条第２項

の給料表の職務の級が企業長が定める級

以 上 で あ る 職 員 に 対 し て は 、 支 給 し な

い。 

第６条  扶養手当は、扶養親族のある職員

に対して支給する。ただし、次項第１号

及び第３号から第６号までのいずれかに

該当する扶養親族に係る扶養手当は、第

３条第２項の給料表の職務の級が企業長

が定める級以上である職員に対しては、

支給しない。 

２ （略） ２ （略） 

 (１ ) 配偶者（届出をしないが事実上婚

姻関係と 同様の事 情にある 者を含む 。

以下同じ。） 

(１ )～ (５) （略） 

 

(２ )～ (６) （略） 

 

（住居手当） （住居手当） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

(１ ) （略） (１ ) （略） 

(２ ) 第 10条第１項又は第２項の規定に

よ り 単 身 赴 任 手 当 を 支 給 さ れ る 職 員

で、配偶 者（届出 をしない が事実上 婚

姻関係と 同様の事 情にある 者を含む 。

以 下 同 じ 。 ） が 居 住 す る た め の 住 宅

（企業長 が定める 住宅を除 く。）を 借

り受け、 家賃を支 払ってい るもの又 は

これらの ものとの 権衡上必 要がある と

(２ ) 第 10条第１項又は第２項の規定に

よ り 単 身 赴 任 手 当 を 支 給 さ れ る 職 員

で、配偶 者が居住 するため の住宅（ 企

業長が定 める住宅 を除く。 ）を借り 受

け、家賃 を支払っ ているも の又はこ れ

らのもの との権衡 上必要が あると認 め

られるものとして企業長が定めるもの 

 



認められ るものと して企業 長が定め る

もの 

 

（管理職員特別勤務手当） （管理職員特別勤務手当） 

第 16条  管理職員特別勤務手当は、第４条

第１項に規定する企業長が定める職にあ

る職員が臨時又は緊急の必要その他の公

務の運営の必要により週休日又は第 13条

第２項に規定する休日等（次項において

「週休日等」という。）に勤務をした場

合に当該職員に対して支給する。 

第 16条  管理職員特別勤務手当は、第４条

第１項に規定する企業長が定める職にあ

る職員が臨時又は緊急の必要その他の公

務の運営の必要により週休日又は第 13条

第２項に規定する休日等（次項において

「週休日等」という。）に勤務した場合

に当該職員に対して支給する。 

２  前項に規定する場合のほか、管理職員

特別勤務手当は、第４条第１項に規定す

る企業長が定める職にある職員が災害へ

の対処その他の臨時又は緊急の必要によ

り午後 10時から翌日の午前５時までの間

（週休日等に含まれる時間を除く。）で

あって正規の勤務時間以外の時間に勤務

を し た 場 合 に 当 該 職 員 に 対 し て 支 給 す

る。 

 

２  前項に規定する場合のほか、管理職員

特別勤務手当は、第４条第１項に規定す

る企業長が定める職にある職員が災害へ

の対処その他の臨時又は緊急の必要によ

り週休日等以外の日の午前０時から午前

５時までの間であって正規の勤務時間以

外の時間に勤務した場合に当該職員に対

して支給する。 

 

（定年前再任用短時間勤務職員等につい

ての適用除外） 

（定年前再任用短時間勤務職員等につい

ての適用除外） 

第 26条  第５条、第６条、第 10条及び第 19

条の規定は、定年前再任用短時間勤務職

員及び任期付短時間勤務職員には、適用

しない。 

 

第 26条  第５条、第６条、第８条、第 10条

及び第 19条の規定は、定年前再任用短時

間勤務職員及び任期付短時間勤務職員に

は、適用しない。 

 

附  則 附  則 

１～５ （略） １～５ （略） 

（岸和田市、八尾市、富田林市、柏原市

及び高石市との水道事業の統合に伴う経

過措置） 

 

６  令和７年４月１日前に岸和田市、八尾

市、富田林市、柏原市又は高石市の職員

であった者で、引き続き同日に大阪広域

水道企業団の職員となったもの（企業長

の 求 め に よ り 職 員 と な っ た も の に 限

る。）について、同日前において岸和田

市上水道事業及び下水道事業に従事する

職員の給与の種類及び基準に関する条例

（昭和 41年岸和田市条例第 24号）、八尾

市水道局に勤務する企業職員の給与の種

類及び基準を定める条例（昭和 41年八尾

市条例第 30号）、富田林市企業職員の給

 



与の種類及び基準に関する条例（昭和 41

年富田林市条例第 45号）、水道事業及び

下水道事業の企業職員の給与の種類及び

基準に関する条例（昭和 41年柏原市条例

第 46号）又は高石市企業職員の給与の種

類及び基準に関する条例（昭和 41年高石

市 条 例 第 37号 ） （ 以 下 こ の 項 に お い て

「統合前の市の条例」という。）その他

の条例の規定により給与を減額すべき事

由が生じていた場合は、統合前の市の条

例その他の条例の規定により減額すべき

給与の額をこの条例の規定により減額す

べき給与の額とみなして減額するものと

する。 

７ （略） ６ （略） 

 （ 一 般 職 の 任 期 付 職 員 の 採 用 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）  

第 ２ 条  一 般 職 の 任 期 付 職 員 の 採 用 等 に 関 す る 条 例 （ 平 成 23年 大 阪 広 域

水 道 企 業 団 条 例 第 11号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定

に 下 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改正後 改正前 

（特定任期付職員の給与の特例） （特定任期付職員の給与の特例） 

 第７条  特定任期付職員のうち、特に顕著

な業績を挙げたと認められる職員には、

特定任期付職員業績手当を支給すること

ができる。 

第７条  大阪広域水道企業団職員の給与の

種類及び基準に関する条例（平成 23年大

阪広域水道企業団条例第 22号。以下「給

与条例」という。）第４条第１項、第５

条、第６条及び第８条の規定は、特定任

期付職員には、適用しない。 

２  大阪広域水道企業団職員の給与の種類

及び基準に関する条例（平成 23年大阪広

域水道企業団条例第 22号。以下「給与条

例」という。）第４条第１項、第５条、

第６条、第８条及び第 18条の規定は、特

定任期付職員には、適用しない。 

２ （略） ３ （略） 

（ 大 阪 広 域 水 道 企 業 団 職 員 の 分 限 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）  

第 ３ 条  大 阪 広 域 水 道 企 業 団 職 員 の 分 限 に 関 す る 条 例 （ 平 成 23年 大 阪 広

域 水 道 企 業 団 条 例 第 12号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定

に 下 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改正後 改正前 

附 則 附  則 

１～６ （略） １～６ （略） 



（ 60歳 を 超 え る 職 員 の 降 給 に 関 す る 特

例） 

（ 60歳 を 超 え る 職 員 の 降 給 に 関 す る 特

例） 

７  大阪広域水道企業団職員の給与の種類

及び基準に関する条例（平成 23年大阪広

域水道企業団条例第 22号）附則第７項の

規定の適用を受ける職員に対する第１条

及び第３条第４項の規定の適用について

は、当分の間、第１条中「に伴う降給」

とあるのは「に伴う降給並びに大阪広域

水道企業団職員の給与の種類及び基準に

関 す る 条 例 附 則 第 ７ 項 の 規 定 に よ る 降

給」と、第３条第４項中「又は他の職へ

の降任等に伴う降給」とあるのは「若し

くは他の職への降任等に伴う降給又は大

阪広域水道企業団職員の給与の種類及び

基準に関する条例附則第７項の規定によ

る降給」とする。 

７  大阪広域水道企業団職員の給与の種類

及び基準に関する条例（平成 23年大阪広

域水道企業団条例第 22号）附則第５項の

規定の適用を受ける職員に対する第１条

及び第３条第４項の規定の適用について

は、当分の間、第１条中「に伴う降給」

とあるのは「に伴う降給並びに大阪広域

水道企業団職員の給与の種類及び基準に

関 す る 条 例 附 則 第 ５ 項 の 規 定 に よ る 降

給」と、第３条第４項中「又は他の職へ

の降任等に伴う降給」とあるのは「若し

くは他の職への降任等に伴う降給又は大

阪広域水道企業団職員の給与の種類及び

基準に関する条例附則第５項の規定によ

る降給」とする。 

（ 大 阪 広 域 水 道 企 業 団 職 員 の 定 年 の 引 上 げ 等 に 伴 う 関 係 条 例 の 整 備 に

関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）  

第 ４ 条  大 阪 広 域 水 道 企 業 団 職 員 の 定 年 の 引 上 げ 等 に 伴 う 関 係 条 例 の 整

備 に 関 す る 条 例 （ 令 和 ５ 年 大 阪 広 域 水 道 企 業 団 条 例 第 ２ 号 ） の 一 部 を

次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定

に 下 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改正後 改正前 

附 則 附  則 

第 16条  新給与条例第５条、第６条、第 10

条、第 19条及び新給与条例附則第５項の

規 定 は 、 暫 定 再 任 用 職 員 に は 適 用 し な

い。 

第 16条  新給与条例第５条、第６条、第８

条、第 10条、第 19条及び新給与条例附則

第５項の規定は、暫定再任用職員には適

用しない。 

附  則  

（ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 条 例 は 、 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 令 和 ８ 年 ３ 月 31日 ま で の 間 に お け る 扶 養 手 当 に 関 す る 経 過 措 置 ）  

２  令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ８ 年 ３ 月 31日 ま で の 間 に お け る 第 １ 条 の

規 定 に よ る 改 正 後 の 大 阪 広 域 水 道 企 業 団 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に

関 す る 条 例 第 ６ 条 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 条 第 １ 項 た だ し 書 中

「 対 し て は 」 と あ る の は 「 対 し て は 、 支 給 せ ず 、 次 項 第 ６ 号 に 該 当 す

る 扶 養 親 族 に 係 る 扶 養 手 当 は 、 第 ３ 条 第 ２ 項 の 給 料 表 の 職 務 の 級 が 企

業 長 が 定 め る 級 以 上 で あ る 職 員 に 対 し て は 」 と 、 同 条 第 ２ 項 中 「 (５ ) 

 身 体 又 は 精 神 に 著 し い 障 が い の あ る 者 」 と あ る の は  

「 (５ ) 身 体 又 は 精 神 に 著 し い 障 が い の あ る 者  



(６ ) 配 偶 者 （ 届 出 を し な い が 事 実 上 婚 姻 関 係 と 同 様 の 事 情 に あ る

者 を 含 む 。 ） 」 と す る 。  

 


